
 

新潟東港地域水道用水供給企業団における 

女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

令和３年４月１日制定 

   新潟東港地域水道用水供給企業団 

    企業長   中 原  八 一 

 

 新潟東港地域水道用水供給企業団（以下「企業団」という。）では、平成２８年度から女

性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づき、特定事業主行動計画（平成２８年

４月１日から令和３年３月３１日）を策定しました。今般、当初の計画期間の満了を迎え、

新たな目標設定や取組内容を定めた本計画を策定しました。 

 

 

1 計画期間 

  本計画の期間は、令和 3 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日までの 5 年間とする。 

 

2 計画の推進体制 

  本計画に基づく取組の実施状況や目標の達成状況の点検・評価を実施する。また、必要

に応じて本計画の見直しを行う。 

 

3 女性職員の活躍の推進に向けた目標 

法第 19 条第 3 項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事

業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。）第 2 条に基づき、

女性職員の職業生活における活躍に関する状況について把握し、改善すべき事情につい

て分析を行った。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標

を設定する。 

なお、女性職員不在という現状を踏まえ、企業団の男性職員が家庭生活への積極的関与

により、配偶者の職業上の活躍に寄与すること、また、今後の女性職員の採用に向けて、

女性も安心して働ける職場環境の整備を目標として掲げるものとする。 

(1)男性職員の育児休業の取得率向上を図るとともに、子の看護休暇などの子育て目的の

特別休暇の取得率を 100％とする。 

(2)職員の年次有給休暇の取得率を 70％以上とする。  

 

4 目標を達成するための取組 

  3 で掲げた目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

(1)対象となる職員への育児休業や出産・育児に関する特別休暇等の制度内容の周知と、

積極的な利用を呼び掛ける。 

(2)「育児休業職員の代替要員の確保」や「業務分担の見直し」等、職員が年次有給休暇

や育児に係る特別休暇等を取得しやすい環境を整える。 

(3) 業務処理や事務の効率化を図るため、時間内に業務が終了できるよう意識改革を行

うことで、超過勤務の縮減に取り組む。 



　　　新潟東港地域水道用水供給企業団

　　　　企業長　　　篠　田　　昭

　新潟東港地域水道用水供給企業団（以下「企業団」という。）における女性職員の活躍の推進

に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推

進に関する法律（平成27年法律第64号。以下「法」という。）第15条に基づき、企業団企業長

が策定する特定事業主行動計画である。

1　計画期間

　　本計画の期間は、平成28年4月1日から平成33年3月31日までの5年間とする。

2　計画の推進体制

　　組織全体で継続的に女性の活躍を推進するため、計画に基づく取組の実施状況や数値目標の

　　達成状況の点検、評価等を定期的に実施する。

3　女性職員の活躍の推進に向けた数値目標

　　法第15条第3項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業主

　　行動計画の策定等に係る内閣府令（平成27年内閣府令第61号。）第2条に基づき、女性

　　職員の職業生活における活躍に関する状況について把握し、改善すべき事情について分析

　　を行った。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定

　　する。

　　　なお、女性職員不在という現状を踏まえ、企業団の男性職員が家庭生活への積極的関与

　　により、配偶者の職業上の活躍に寄与するものとして、目標を掲げるものとする。

　（1）男性職員の育児休業の取得の促進

　　　　平成32年度までに、育児休業を取得する男性職員の取得率向上を図ります。

　　　　なお、50歳以上職員75％超という現状から、数値目標は設けないものとします。

　（2）育児参加のための休暇の取得促進

　　　　平成32年度までに、制度利用可能な男性職員の配偶者出産休暇、子の看護休暇など

　　　　育児参加のための休暇取得割合を100％とする。

4　目標を達成するための取組及び実施時期

　　3で掲げた目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施する。

　（1）平成28年度から、出産・育児に関する特別休暇等の制度内容を職員周知する。

　（2）平成28年度から、職員が休暇等を取得しやすくなるように「育児休業職員の代替要員の

　　　確保」や「業務分担の見直し」による配慮を行う。

平成28年3月31日
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